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図２　東京都観光産業振興施策の取り組み分野
出典：東京都：観光産業振興プラン（2001年）��
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　■：実施された内容を示す

表８　東京都と国の観光の取り組み（第５期）
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（６）考察

　これまで、戦後の東京都の観光行政についてみてきたが、主な着眼点として、①行政サー

ビスで意図する対象、マーケット、②実施された観光施策、以上の２つがどう推移してきた

か、さらにこれらを総括しながら５つの時代区分との関連性とその影響要因がどのようなも

のであったか、以上２点を設定していた。

　まず、第１期（オリンピック大会以前）は、観光行政の草創期であり、試行錯誤を重ねな

がら、総務部、建設局、外事部と所管が変わりながら取り組んできた時期といえる、その中

で戦後の復興を意図した外貨獲得の観点から、特に北米マーケットを重点対象とした外客が

主な対象で、国の観光行政とも整合していると考えられる、また、施策内容についてみると、

外客誘致のための情報提供・発信だけでなく、宿泊施設の整備、奥多摩湖周辺の開発などの

ハード整備、国立公園指定に向けた各種運動、通訳案内業務に関する業務統括など多岐にわ

たっていることがわかる。戦後間もなく民間資本が十分でない中、行政が中心となって、ソ

フト、ハードの両面から観光環境の整備をはかるとともに、主として都民を対象として観光

を単なる遊び、娯楽としてとらえるだけでなく、社会経済的な効果や個々人の保養休養など

の効果が考えられるため、観光の機能を十分啓発するために「観光理念の普及」につとめて

いることも特徴といえる。

　これに対して、第２期（オリンピック東京大会準備期間）では、オリンピック開催のため

に、東龍太郎知事、鈴木俊一副知事の主導のもと、外客を対象とした観光施策として観光案

内所の開設、宿泊施設整備などの事業が実施されている。この時期は、オリンピック開催と

いう明確な目標が存在していたため、外客を主な対象としながら、様々な競技施設の整備、

オリンピック村などの選手宿泊施設といった大会運営に直接必要な施設とともに、新幹線、

首都高速道路、環状７号などの整備並びに明治通りなどの通称設定など、インフラ整備に多

額の予算が国、都レベルで投入されたといえる。

　それに続く第３期は、総務局が所管していた時期に相当するが、様々な関連分野を横断的

にマネージメントしていたと考えることができる。高度経済成長により所得の増大とモータ

リゼーションの発達によってマスツーリズムが成立してきた時期といえる、そのため、外客

よりも都民に対する行政サービスとしての比重が増大したといえる。それと同時に、環境を

はじめとする社会的歪みが顕在化しつつあり、それに対して美濃部知事は老人医療の無料化

などの福祉面、東京都環境科学研究所設置などの環境面を重視していたと考えられる。総合

的には、施策自体はソフトに加え、ハードもある程度行われていたといえる。

　それに対して第４期（生活文化局時代）は、特に前半においてソフト的施策に重点が置か

れている。これは、観光は「人的、人文的、自然的、文化的背景など地域の生活・文化を総

合化したもの」との認識によるものであったと考えることができる。つまり、これまでの総

務局等は、観光行政を振興する上での関係主体、手段に依存した所管の設定であったのに対
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して、第４期では観光資源自体の起源を「生活文化」に求め、その所管が生活文化局に移管

されたと考えられないであろうか。また、この時期の知事は「マイタウン構想」を提唱する

鈴木俊一氏であるが、前知事によって生じた財政赤字による緊縮財政であったため、積極的

な投資が困難であったとも推察できる。また、全国的には土光敏夫氏をはじめとする第２次

臨時行政調査会、国鉄・電電公社の民営化など行政の役割が縮小傾向を潮流であったことも

考慮する必要がある。

　一方、後期においては、新宿への都庁移転、東京国際フォーラム、江戸東京博物館、東京

ビックサイトの建設など、観光と密接に関わった施設の建設が行われ、バブル景気、並びに

その崩壊に対する底入れという観点から、整備が進んだ時期と考えることができる。なお、

これらの動きとは別に島嶼部の開発等は、その振興として継続的に施策が行われてきたとい

える。副知事時代に東京オリンピックを経験した鈴木俊一氏が都知事となり、都市外交を目

的とした都市博を企画、推進したが、これは、同氏が特定イベント開催へ高い意向を持って

いたことを示している。

　さらに、現在まで継続する第５期については、所管が産業労働局にうつり、都民へのサー

ビスに加え、来訪者による消費等による経済的な効果を期待する「産業」として、「観光」

のポジショニングが転じた時期と考えられ、これについては石原知事による考えが大きいと

いえる。石原都知事はオリンピック東京誘致の推進という特定イベントの開催に向け取り組

んだが、これは前述の鈴木都知事の路線を引き継いたとものと考えられる。また、当期は銀

座、浅草、皇居、上野などの伝統的な観光スポットに加え、秋葉原、新宿、渋谷といった異

なる側面を有する資源を活用した来訪形態が多くなる中、それらを活用した取り組みが特徴

と考えられる。これらは、低成長が続く社会情勢の中で、労働集約的な観光産業が失業対策

の１つとして位置づけすることができること、外貨獲得によって経済効果の純増が可能なこ

と、中国を中心として富裕層の来日が増加していることによって大きな経済効果が期待でき

ること、などが考えられる。

　以上から、東京都における観光行政は、①対象が当初の外客から、第３期、第４期に都民

に移行した後、第５期から外客に移り変わる変遷を示していること、②サービス内容として

は、オリンピック等もあり第１期、第２期にはハード整備が多く見られたものの、近年は減

少傾向を示すことや初期の段階では観光理念の普及が見られたこと、以上が明らかとなった。

このような変遷が生ずる理由として、オリンピックなどのイベントに加え、所得水準、マイ

カーの普及などの観光を取り巻く環境の変化である社会経済環境とともに、当時の知事の考

え方、他の行政分野とのバランス、財務状況などの内部要因が密接に関わっていると考えら

れた。
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４章　東京都の観光行政の予算の推移

　前章で確認した東京都の観光政策の変遷を、本章では予算の推移に着目して検証する。

4-1節では、東京都の観光政策の変遷をおよそ10年毎の間隔による予算規模及び内容別予算

割合の推移により長期トレンドを概観し、4-2節以降は、各年度予算データを得られた本研

究による時代区分の第２期から第５期を対象として、当該期のなかでそれぞれどのような予

算の推移がみられたか着目し、３章でみた観光政策の変遷を予算データにより検証する。

4-1　東京都の観光行政予算の長期トレンド

　はじめに、長期トレンドを概観するため、10年毎の予算に着目する。第１期（1947（昭和

22）年～1958（昭和33）年）のなかで予算データが入手可能であったのは、1955（昭和30）

年のみであった。そこで1955年から10年毎合計７期の推移を図３に示した。なお、近年につ

いては直近の2010年のデータも加えて示した。

　図３は、東京都の普通会計歳出（A）、東京都観光行政歳出（B）、および普通会計に占め

る観光行政歳出の割合（B/A）を示している。この中で観光行政歳出は、観光所管組織の予

算を一般会計予算説明書に基づき算出している。普通会計歳出の増加にともない、観光行政

の予算規模の増加が確認できる。10年毎の傾向から普通会計に占める観光行政歳出の割合の

高い時代に着目すると、1965（昭和40年）の第18回オリンピック東京大会準備期間を通した

観光行政歳出の拡大時期に0.015%を初めて超え、その後縮小するが、バブル経済を通して観

光行政歳出も膨らみ、普通会計歳出に占める割合は0.02％を超えた。21世紀に入り観光産業

振興策が展開されるなかで、観光行政歳出が占める割合は高まり、0.025％超を占めるよう

になった。では、これらの使途はどのようになっていたのであろうか。

　図４では、観光行政の項目別予算の推移を、図５は項目別構成割合を示している。導出に

あたっては、予算配分の推移を確認するため、各時代の予算の項目立てについて次の手続き

を行った。一般会計予算説明書に観光所管組織（観光課、観光レクリエーション課、観光

部）による観光行政の年度毎の予算合計及びその項目別内訳が記載されているが、各時代で

予算の項目立てが異なる際は、まず以下に示す2010年の予算の４つの項目立てを基本とし

て、内容から該当すると考えられる項目に振り分けた。

　１．推進体制の構築：�行政と民間の連携促進、観光事業の企画調整、振興育成、観光団体

への助成を含む

　２．観光資源の開発：都市型観光、臨海地域の観光、産業を基軸とした観光の創出等

　３．受入体制の整備：�交通アクセスの整備、多言語表示等による旅行環境の容易化、観光

案内所・受入サービスの充実等

　４．海外宣伝：　　　情報の発信、コンベンション誘致、シティーセールス等

　次に、この４つの項目に該当しない予算項目は、その内容から別途、ユースホステルの運
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営、観光事業補助（島しょ地域）、観光事業振興助成交付金関連支出の３項目を設け、計７

項目の推移を把握した。

　長期トレンドとして、図４に示すように、第１期～第３期（総務局時代）は、１億円以下

であったが、第４期（生活文化局時代）の前半の1985（昭和60）年頃に著しく増加し６億円

を超え、20年後2005年には３倍の18億円を超える規模となった。その間、1995（平成７）年

にはすでに予算規模の点では、近年の総額に近い規模となっているが、予算配分に着目する

と、近年とはその内訳の内容が異なっていたことがわかる。なお、図５中では、財源が異な

るため、1995年の観光事業振興助成交付金関連支出を除外し示している。項目の増減に着目

すると、観光行政の草創期には３項目であったのが、次第に、ユースホステルの運営など、

具体的事業の拡大、定常化、また新たな観光予算の交付金（財源）制度の創設に伴い項目が

増加していることがわかる。

　観光行政の草創期の1955年は、全体で765万円という限られた予算のなかで、観光客誘致

宣伝活動に最も高い予算配分がされていた。大きなトレンドとして、国際観光振興に注視し

ている時代（1955年、1965年、2005年、2010年）には、受入体制の整備や海外宣伝の予算配

分割合が高いことがわかる。

　本節で把握した観光政策の長期トレンドをふまえて、次節から予算の年次推移をもとに観

光政策の変遷の検証をおこなう。

図３　東京都普通会計歳出（A）、観光行政歳出（B）及びその割合（B/A）
文献50、51より筆者作成

 
  

-0.005%

0.000%

0.005%

0.010%

0.015%

0.020%

0.025%

0.030%

0.035%

1

10

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000

10,000,000

昭
和

3
0
年

昭
和

4
0
年

昭
和

5
0
年

昭
和

6
0
年

平
成

7
年

平
成

1
7
年

平
成

2
2
年

普通会計歳出(A)

観光行政歳出(B)

観光行政歳出の占める割合(B/A)

普通会計歳出（左目盛）

観光行政歳出（左目盛）

観光行政歳出の占める割合（右目盛）

（百万円）

（A）

（B）

（B/A）



― 78 ―

図４　東京都観光行政の予算推移
文献52により筆者作成
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図５　観光行政の項目別予算割合の推移
文献52により筆者作成

  
 

4-2　オリンピック準備期間（第２期：1959（昭和34）-1964（昭和39）年））

　第２期は前章で既出の通り、オリンピック東京大会の成功を目標として外国人来訪者の受

け入れ体制整備に力が入れられた。観光行政の予算規模（図６）をみると、大会２年前の

1962（昭和37）年が約5,300万円だったのに対し、大会１年前の1963（昭和38）年には、前

年比６倍の約３億1,600万円に増加していた。同年、最も予算配分が高かかったのは観光施

設の整備で、そのなかで「旅館客室改造資金融資」で全体の観光行政予算の63.4%を占めた。
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当時は、1961（昭和36）年にパレスホテル、1962（昭和37）年にホテルオークラ、1963（昭

和38）年に東京ヒルトンホテル、そして開催年の1964（昭和39）年にはホテル高輪、東京プ

リンスホテル、ホテルニューオータニが開業したが、それでもなお宿泊施設の不足が懸念さ

れていた状況であったため、東京都は既存の日本旅館に外国人が宿泊できるように客室を改

造する費用の融資によって宿泊施設を確保する施策を講じた。当時、宿泊施設が受け入れ体

制の整備に喫緊の課題となり取り組まれたことが予算上からも確認された。

図６　オリンピック準備期間の観光予算推移（1960年～1964年）注）1959年はデータ欠損
文献25、52より筆者作成
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4-3　オリンピック東京大会後の総務局時代（第３期：（1965（昭和40）年-1980（昭和55）年））

　第３期の初年1965（昭和40）年は、10年前の1955年の約8.4倍である6,469万円に増大し、

施設整備およびユースホステル運営整備に約38％、海外博参加等に対する補助並びに分担金

に22%配分され、都民のレクリエーション施設整備及び国際観光誘致にそれぞれ予算を取っ

ていた。1966（昭和41）年から観光事業の振興育成の予算が増加した（図７）。これは、主

に三多摩地域、島しょ地域の観光振興を目的とした予算である。その翌年の1967（昭和42）

年にはさらに「島しょ地域の宿泊施設整備費補助」に４年間予算が組まれ、小笠原、新島、

神津島にそれぞれ宿泊施設が建設された。また、この時代の顕著な取り組みとして、1973

（昭和48）年に島しょ地域の観光レクリエーション施設整備に約１億1,200万円という多額の

予算をつけ、ハード面の整備が重点施策として取り組まれたことが確認できる。また、1975

年は予算が10年前の65年の1.8倍の１億1,900万円となり、ユースホステル運営整備と観光事

業の振興育成に予算の75.2%が配分されており、前章で把握した都民対象の観光レクリエー

ション施策に対する比重の高さが予算配分からも確認できる。

4-4　生活文化局時代（第４期：（1981（昭和56）年-2000（平成12）年））

　第４期の予算規模の推移（図８）をみると、1984（昭和59）年に前年比の２倍近くに増額

されているが、これは、それまでの市谷ユースホステルを東京都飯田橋庁舎18階及び19階に

移転し、東京国際ユースホステルを開所した経費が計上されたためである。4-1節で既出の
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通り、第４期の1995年時と現在の第５期の2010年の予算規模を比較すると、共に15億円を超

えているが、その予算内容は異なっていた。当期の特徴として観光事業助成交付金という制

度の存在が挙げられる。これは自治事務次官通達により、1992（平成４）から1999（平成

11）年度まで特別地方消費税収額の２%相当が都道府県を単位とする観光協会・連盟に交付

された交付金制度であった。東京都では開始年1992年当初は8.8億円を最高額に、終了年

1999年4.9億円まで漸次低減しながらも交付されていた。この時代の予算配分として大きな

割合を占めるため、その使途について確認しておくと、地方事業として東京都観光連盟への

補助に60%、中央事業として日本観光協会への出捐金として40%が振り分けられていた。東

京都観光連盟は、この資金を用いて、日本観光協会との協同事業で国際観光交流の振興、観

光地活性化支援事業、そして成田空港に国際観光インフォメーション・センターの設置・運

営などの国際化対応事業、外食産業助成、調査研究、そして観光センター設置準備のための

基金造成（約3.5億円）を実施した。また、同じく第４期でも前半の1985（昭和60）年まで

は、観光行政の予算全体にユースホステル運営費が50%以上を占めており、青少年への健全

な観光レクリエーションの場の提供に注力していたという特徴が予算配分からも確認するこ

とができる。当期のその他の特徴的な取り組みとして、1983（昭和58）年度に開始された

「歴史と文化の散歩道」事業が挙げられる。この事業は「東京に残されている歴史的・文化

的遺産を系統的に結んだ散歩道を設定・整備し、これを都民が散策することにより、東京の

歴史と文化に触れ、東京の町を知り再発見することにより「ふるさと東京」の意識の高揚を

図７　オリンピック東京大会後の総務局時代の観光予算推移（1965年～1980年）
文献25、52により筆者作成
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図る27」ことを目的としていた。本事業に関する案内板・標識設置の経費は、建設局、港湾

局負担及び都から地元区市への全額補助、そして環境整備の経費は、同様に建設局、港湾局

負担及び都から地元区市への半額の補助金交付の執行形態で賄われた。補助金交付以外で

は、観光レクリエーション課はパンフレット・マップの作成を行った。予算総額では1985

（昭和60）年から1995（平成７）年までの11年間に渡り、毎年１億1,600万円～３億7,200万円

の範囲で執行された。また、当期のもうひとつの特徴として、第３期に続いてユースホステ

ルの運営費に対して、予算総額のなかで高い割合を占める予算配分（平均約48%）が行われ

ていた点も挙げられる。1998年に予算が削減されているが、これは東京都高尾ユースホステ

ルが1997年３月に廃止されたためである。

　さらに、1989（平成元）年度から1999（平成11）年度まで観光施設整備事業補助を行っ

た。これは、西多摩地域及び島しょ地域における広域的・有機的な観光施設の整備に資する

ため、都が建設する大規模観光拠点施設等と有機的に関連する観光施設等を、同地域内の市

町村が整備する場合、それに要する経費の一部を補助する事業であった。また、来訪者を迎

える観光への取り組みと考えられる都市観光支援事業（’96, ’99, ’00）, コンベンションの誘

致・振興支援（’97, ’98）に当期終わりの５年間に渡って新たに取り組まれた。

図８ 生活文化局時代の観光予算推移（1981年～2000年）
文献52により筆者作成
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4-5　産業労働局時代（第５期：（2001（平成13）年-2010（平成22）年現在））

　第５期は、リーマンショックに端を発する景気低迷により2009（平成21）年に前年から１

兆円規模の大幅な都税収入の減少をみるなか、観光行政予算は2010（平成22）年に前年比

19.3%の減少にとどめている。内部要因として税収減少という条件のなかにあって、競争が

激化する国際観光市場という外部要因のなかで、観光産業振興を都の重要施策として推進す

る姿勢を示すものと考えられる。当期における顕著な予算の増減（図９）に着目すると、東

京の魅力の発信は2008年度に前年比27.1%増の9.23億円となり、受入体制の整備では、2009

年度に前年比50%増の11億円へと拡大している。また、本章冒頭で既出の通り、本期には、

唯一残っていた東京国際ユース・ホステルの運営を2005（平成17）年12月に民間業者への貸

付が決まり民営化されたため、2006年以降の予算に含まれなくなった。当期は、東京の魅力

を世界に発信するための情報発信、誘致活動に対して予算全体の約40％を配分しており、国

際観光市場のなかで東京を位置づけ、プロモーション活動を重視する取り組みが予算配分か

ら確認できる。来訪者誘致による観光産業の振興という目的に沿った予算配分が2006年から

整ったと考えられる。

図９　産業労働局観光部の観光予算推移（2002年～2010年）
文献52により筆者作成
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4-6　まとめ

　本章では、はじめに10年間隔の観光行政の予算推移の長期トレンドを把握し、次に第２期

（オリンピック準備期間）から第５期（産業労働局時代）については、各期の予算配分の推
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移をもとに観光政策の変遷を検証した。これより、次のことが明らかになった。

　1955年（第１期）時点では、限られた予算のなかで海外宣伝（観光客誘致宣伝費）、受け

入れ体制の整備（観光案内所運営費：羽田および東京駅付近）の二つが観光行政予算をそれ

ぞれおよそ３分の１ずつ占めていた。大きな資本投資が困難な中で外貨獲得が期待されてい

た観光行政がはじめに取り組んだ施策であり、来訪促進と来訪後の利便性向上に対してほぼ

等分に予算を使っていた。第２期は、初の大規模国際イベントであるオリンピック東京大会

を契機として、国際観光の受入体制整備が進んだが、なかでも宿泊施設整備に観光行政とし

て多額の資金を投入していた。この時代に国の方針で整備されたユースホステルは、第３期

（総務局時代）、第４期（生活文化局時代）を通して、大きな予算配分の位置を占めたが、時

代とともに低廉宿泊施設を運営する自治体の役目の終わりを迎え、高尾は1997年に閉鎖、

2006年に東京国際ユース・ホステルが民営化されるに至っていた。第４期の生活文化局時代

は、三多摩・島しょ地域のみならず、都市観光も視野に入れ観光資源を創出する「歴史と文

化の散歩道」事業に取り組まれ、都民のレクリエーションの活性化に予算がさらに配分され

た。現在に至る第５期は、観光産業振興を目的として、予算総額の増加、海外宣伝、受入体

制整備に対する予算配分の割合が顕著に高まっていたことが確認された。

５章　結論

　本研究では、東京都の観光政策の変遷を明らかにするために二つの目的を設定し文献調査

による分析を行った。

　まず、東京都の観光政策の変遷と国の観光政策の比較により政策の連動や役割分担、政策

に影響を与える外部要因、内部要因を明らかにするという１点目の目的に対しては、東京都

の観光政策の変遷をその所管組織の変化に着目し、５期に区分し分析を行ったところ、政策

の変遷を明確に把握することができた。次に、上記で把握した東京都の観光政策の変遷を予

算データの推移により確認することを２点目の目的として検証を行った。その結果、次のこ

とが明らかになった。

　第１期（1947（昭和22年）年～1958（昭和33）年は、所管部署の変更が頻繁で東京都観光

行政の草創期であり、この時代は外部要因として、戦後の経済復興の手段として観光が位置

づけられ、東京都は国の観光政策と連動する形で、外貨獲得に資する国際観光振興を図っ

た。予算が限られたこの時代は観光客誘致宣伝活動、受入体制の整備、観光事業の企画調整

（推進）にほぼ等分に予算配分された。

　第２期（1959（昭和34）年～1964（昭和39）年）は、第18回オリンピック大会の東京招致

決定により観光行政の所管がオリンピック準備局となった時代で、それまで１億円に達して

いなかった観光行政予算が開催前年に３億円規模へ増大した。アジア初の大規模な国際イベ
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ントの開催都市として、受入体制整備のため観光施設、特に宿泊施設の整備に予算が投下さ

れた。

　第３期（1965年（昭和40）年～1980（昭和55年）総務局所管の時代は、これまでの時代と

大きく観光政策の重点がシフトした。戦後の経済政策の目標であった国際収支の均衡が達成

されるなか、高度経済成長による国民の所得・余暇時間の増大という外部要因により、東京

都の観光行政の主眼は、内外の観光客の受け入れから、都民の観光レクリエーションを対象

とした政策へと転換した。この時代は、国の観光政策の主眼も同様に国民の観光レクリエー

ション重視へと転換しており、都は国と連動する形で地方自治体としての役割を担ったもの

と考えられる。島しょ地域の観光レクリエーション施設整備やユースホステルの運営に対し

て予算配分が高い時代であったが、これは以上の外部要因と共に、美濃部知事の都民の福祉

を重視する方針も内部要因として作用したと考えられる。

　続く第４期（1981（昭和56）年～2000（平成12）年）は、所管が生活文化局へ移った時代

であった。前期同様の都民の観光レクリエーション活動の支援という東京都の観光行政の位

置づけを所管組織名が説明しているように、観光は生活文化の一部であるという視点から、

観光レクリエーション行政が強化された時代であった。これまでの島しょ地域や三多摩地域

の観光施設整備に加えて、市街地も含めた観光ルート、観光資源の整備に取り組まれた。こ

の時代に観光行政予算は1984年に６億円超となり、以降も同水準の規模で推移後、新たな財

源による交付金制度の開始により、18億円を超す規模した1992年を頂点とした予算の推移を

辿った。また、1990年代に入り、東京都では、海外都市の観光政策に関する調査を実施し、

都民のみならず、来訪者を受け入れていくための観光政策について検討を始めた。90年代後

半には、国も「ウェルカムプラン21」策定、外客誘致法制定など、国際観光振興に目を向け

始めていた時代であった。海外都市の観光への取り組みに対する調査などは、都が独自に着

手しており、バブル経済の崩壊による都税の減収や少子高齢化といった社会状況、国際観光

市場の競争の激化といった外部環境を意識しつつも、行政の役割が縮小していた時代の潮流

から観光行政の位置づけ、役割に対して大きな変革を実行するには至らなかった。都財政再

建を目標に掲げた鈴木都政の方針といった内部要因の影響も考えられる。

　現在に至る第５期（2001（平成13）年～2010（平成22）年現在）は、国の観光立国への取

り組みと連動しながらも、東京都独自の観光産業振興策が展開され始めた時代と考えられる。

所管は生活文化局から産業労働局へ移し、世界の観光市場のなかで東京を売り出し、国内外

の観光客を誘致して東京の観光産業を振興させる政策を展開している。産業労働局観光部の

予算総額は初めて25億円を超える規模となり、海外宣伝や受入体制の整備に予算が重点的に

配分されるようになった。

　以上から、東京都の観光行政は、その時代の社会経済環境、世論といった外部要因ととも

に、財政状況、知事をエンジンとする都政の方針といった内的要因と密接にかかわり、取り
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組まれていたと考えられる。その中では、「観光」をどう位置づけるか、その考え方が根底

にあり、その活用指針を観光政策として記述しているといえる。

　最後に、地方自治体が担う観光行政の今後について考察する。

　戦後の東京都の観光政策は、日本における民間の資本力や投資環境の変化にともない、そ

の位置づけや観光行政の役割も変化した。すなわち、行政自らが観光施設整備に税金を投入

する必要性は低くなった一方、海外宣伝、シティー・セールスや環境整備等の外部性を有す

る事業はその供給量が過少になることから行政の果たす役割が大きい。また、様々なステイ

クホールダーを調整する調整役としての役割、モニタリング資料としてのデータ整備の機関

としての役割がより大きくなると考えられる。そのため、１．「観光」の位置づけの明確化、

２．効率的に民間等の取り組みが機能する環境整備、３．観光行政のアウトカム評価、以上

の３点の重要性が今後一層増すと考えられる。

　本研究では東京都を対象として、その観光政策の変遷を明らかにすることは達成できたも

のの、世界の諸都市の観光政策を対象とした分析の結果を、東京都と比較し今後の観光政策

の課題を抽出することなどが今後の課題として挙げられる。
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Abstract：

　The purpose of this study is to clarify the transition of tourism policies of Tokyo 

Metropolitan Government（TMG）. In order to determine the relationships and the roles 

between the Tokyo Metropolitan Government and tourism policies, and the external and 

internal factors which influence them, the transition of Tokyo’s policies was compared 

with that of the central government by the document survey through the postwar period. 

By the changes of the administrative structures which oversaw its tourism policies, five 

periods were identified in its transition：（１）Prior to the Preparation Bureau for the 18th 

Olympic Games in Tokyo（1947-1958）；（２）Olympic Games Preparation Bureau（1959-

1964）；（３）General Affairs Bureau（1965-1980）；（４）Bureau of Citizens and Cultural 

Affairs（1981-2000）；（５）Bureau of Industrial and Labor Affairs（2001-2010）. 

Furthermore, the budget data of each fiscal year of the tourism administration was 

collected to examine the transition of tourism policies. 

　In conclusion, the role and position of tourism policies of Tokyo have changed in 

accordance with the influence of private capital and the investment environment in Japan 

acting as external factors, and with the Metropolitan Government’s financial condition in 

addition to the Governor’s policies as internal factors. 

　In the future, it is thought that the government will play a much bigger role in 

influencing various stakeholders’ interest in the tourism industry, as well as in the 

methods used which has social and economic benefits such as tourism advertisement, city 

sales and the maintenance of the tourist market environment. Therefore, the following 

three points would be increasingly highlighted as roles of local government：1. the 

clarification of the positioning of ‘tourism” in the context of social and economic 

development, 2. the adaptation of the changing market environment to enable private 
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sectors and other sectors to function efficiently and 3. the improvement of tourism policies 

with the continuous evaluation of the outcomes of the tourism policies. 




